
平成 12年 3月期 決算短信 (連結)  平成 12年 5月 18日

上   場   会   社   名       兼松エレクトロニクス株式会社 上場取引所東

コード番号       8096 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

平田　正 TEL (03) 5250 - 6801
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 18日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 12年 3月期の連結業績(平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 45,492 △ 9.6 1,425 △ 16.5 1,953 22.3

11年 3月期 50,316 △ 6.9 1,708 5.1 1,596 △ 17.6

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 228 △ 43.4 8.57 7.78 1.1 4.6 4.3

11年 3月期 403 △ 56.0 14.83 12.29 1.9 3.6 3.2

(注)①持分法投資損益 12年 3月期    10 百万円          11年 3月期    38 百万円

     ②有価証券の評価損益 △ 1,491 百万円 デリバティブ取引の評価損益 △ 1 百万円

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 41,439 20,677 49.9 775.78

11年 3月期 42,679 20,657 48.4 770.85

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 1,956 △ 2,901 △ 1,184 4,547

11年 3月期 － － － － 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規)0　社  (除外)0　社   持分法(新規)0　社  (除外)　0　社

２. 13年 3月期の連結業績予想( 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 24,500 600 250

通　　期 51,000 1,800 900

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)              33 円  77 銭

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

当　期　純　利　益経　常　利　益売　　上　　高

株  主  資　本 株主資本比率 　１株当たり株主資本

当期純利益

　　　　  氏　　      名　　　　　　　　　　　　　　

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期　末　残　高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

総  資  産

－ 1 －
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１．企業集団の状況 
 

 

当社の企業集団は、子会社 5 社、関連会社 2 社で構成され、情報機器専門商社として、電子情報処理関連

機器およびそれらを利用した産業関連機器の輸出入取引ならびに国内取引を主要業務とし、ソフトウエア、ハ

ードウエアの開発、保守ならびに修理業務をあわせて営んでおります。 

当グループの事業に係る位置づけおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･周辺ｼｽﾃﾑ事業            …… 当社が販売、賃貸を行うほか、主要株主兼松株式会社の子会社日本オフ

ィス・システム株式会社、株式会社兼松コンピューターシステムが販売

を行っており、その一部は当社から仕入れ、開発を行い、販売しており

ます。なお、主要株主兼松株式会社から、一部商品を購入しております。 

 子会社ケー・イー・エルシステムズ株式会社は、電子計算機システムに

関するコンサルティングおよびソフトウエアの開発、販売を行っており

ます。なお、当社はソフトウエアの開発の一部を委託しております。 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 事 業            …… 当社が販売、賃貸を行うほか、主要株主兼松株式会社の子会社日本オフ

ィス・システム株式会社、株式会社兼松コンピューターシステムが販売

を行っており、その一部は当社から仕入れ、開発を行い、販売しており

ます。なお、主要株主兼松株式会社から、一部商品を購入しております。 

ＣＡＤ/ＣＡＥｼｽﾃﾑ事業            …… 主要株主兼松株式会社から、一部商品を購入しております。 

産業機器システム事業            …… 当社が販売、賃貸を行うほか、関連会社日本エー・ディー・イー株式会

社が販売を行っており、その一部は当社から仕入れ、開発を行い、販売

しております。なお、主要株主兼松株式会社から、一部商品を購入して

おります。 

サービス・保守事業            …… 当社が保守およびシステム関連コンサルティング・教育等の各種サービ

スを行うほか、保守業務の一部を、子会社ケー・イー・エルテクニカル

サービス株式会社と関連会社日本ティー・ケー・イー株式会社に委託し

ております。 

不 動 産 管 理 事 業            …… 子会社ケー・イー・エル総合サービス株式会社は、当グループの管財・

庶務業務の一部を行うとともに、不動産の賃貸・管理業務を営んでおり

ます。なお、当社は、事務所の一部を当子会社より賃借しております。 

そ の 他 事 業            …… 子会社兼松メディカルシステム株式会社は、医療機器の開発、販売、賃

貸・保守を行っております。なお、取扱商品の一部を主要株主兼松株式

会社から購入しております。 

子会社 KEL Trading Inc．は、海外での新商品の開拓、販売代理権の

獲得、合弁企業の設立等の投融資を行っております。 
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  事業系統図は、次のとおりであります。

得　　　　　　　意　　　　　　　先

　　　　　　商品の販売

(非連結子会社)

　　　　　　商品の販売
ケー ･イー ･ エル
シ ス テ ム ズ ㈱

(連結子会社) 商品の販売 (主要株主の子会社)

兼松メディカル
シ ス テ ム ㈱

商品の購入

　　　　　　商品の販売 商品の販売

ネット ワ ーク
システ ム 事業

(主要株主) 商品の購入

兼 松 ㈱
商品の購入

      事務所賃貸

(連結子会社) 商品の販売 (持分法適用関連会社)

保守の委託 (関連会社)

(非連結子会社) 保守の委託 (非連結子会社)

KEL  Trading  Inc. ｹｰ ･ ｲ ｰ･ ｴ ﾙﾃ ｸﾆ ｶﾙ ｻｰ ﾋﾞ ｽ ㈱

当 社

日本エー ･ディー ･イー㈱

新商品開拓
の　委　託

産 業 機 器
システ ム 事業

日本ティー・ケー・イー㈱

サービス･保守
事 業

商品の販売

ソフトウエア
の開発を委託

ｺﾝﾋ ﾟｭ ｰﾀ ･周辺
システ ム 事業

ｹｰ･ｲｰ･ｴﾙ総合サービス㈱

管財・庶務
業務の委託

事務所賃借

ＣＡＤ／ＣＡＥ
システ ム 事業

日本 オフ ィス ・
シ ス テ ム ㈱

㈱兼松ｺ ﾝ ﾋﾟ ｭ ｰﾀ ｰ
シ ス テ ム

商品の販売、
賃貸・保守
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２．経 営 方 針 
 

1. 経営の基本方針 

当社は情報・通信産業分野において、企業情報システム構築の一端を担い、顧客企業の生産性の向上と競争

力の強化に必要な最新の機器やシステムの提案を行い、顧客第一主義に徹して、導入からアフターサービスま

での高品質のソリューションを提供して参ります。 

 

2. 利益配当に関する基本方針 

株主への利益還元については、長期的な企業成長の基盤強化に努め、安定的かつ継続的な配当をしていくこ

とを基本方針としております。 

当期の期末配当金につきましては、1 株あたり 5 円とし、中間配当5 円と合わせ年間１０円とする予定であり

ます。 

なお、引き続き営業力および技術力の強化と財務体質の改善に努めるとともに、長期的な企業成長を維持す

るための技術検証用設備投資、新商品の開拓および開発等もあわせて実施していく所存であります。 

 

3. 中長期的な経営戦略 

社会全般および企業の情報インフラの構造は、新しい技術基盤であるインターネットにより大きく変わ                                              ろう

としております。今後この傾向がさらに顕著となると考えられますので、事業の選別を強め、経営資源もネッ

トワーク環境対応を中心に集中させてまいります。 

具体的には、 

1.コアビジネスである基幹情報システム向けの機器、システム、ソリューションおよびサービスをネットワ

ーク環境に対応させた内容でさらに伸ばします。 

2.ネットワーク化により、顧客支援など技術サービスが求められる市場に対応するため、サービス関連会社

の充実を図り、グループ経営を強化するとともに、技術者を中心とする新しい人材の確保と再教育を進め

ます。 

3.インターネットサービス事業会社に対する資本参加、機器､サービスの提供等新しい分野に積極的な事業展

開を行います。 

4.従来から当社では機器、システムの賃貸事業を行っておりますが、長期的な安定収益確保に向けさらに進

めます。 

5.将来の成長が見込まれない分野は積極的に事業譲渡などにより撤退し、経営資源の有効活用を行います。 

 

4. 目標とする経営指標 

上記の中長期経営施策により、平成１５年３月期には売上高６００億円以上、経常利益３０億円以上、ＲＯ

Ｅ（株主資本利益率）８％以上を目標としております。 

 

 



（兼松エレクトロニクス） 

－ 5 － 

 

３．経 営 成 績 
 

1. 当期の概況 

 西暦２０００年を迎え、わが国経済は政府の懸命の景気対策により、９０年代のデフレ経済に決別して浮上

の道筋に移行できるかどうかの小康状態まで辿り着いたと思われます。 

 昨年から今年にかけては、情報通信分野を中心に設備投資の積極化も聞かれ、日経平均株価も２万円台に回

復するなど景気はマイナスからゼロ、さらにプラスに向けたベクトルを模索し始めるところまで持ち直しの兆

しを見せております。 

  景気回復の原動力としては前述のとおり、情報通信分野が大きな役割を担っており、パソコンの低価格化、

インターネットの普及により個人向けコンピュータ市場は順調に成長しております。一方、企業向けコンピュ

ータ市場は、西暦２０００年問題や企業収益の低下等により成長が滞っておりましたが、インターネットを利

用した電子商取引、業務革新を目的とした情報化投資の拡大により、今後は企業向けコンピュータ市場も早急

に上昇に転じるものと考えられます。 

  このような環境下、当社も西暦２０００年問題に対しては対策本部を設置し、万全の体制を敷き対応いたし

ました結果、大きな問題の発生はありませんでした。一方、当社は今年度よりネットビジネスへの参画に取り

組み、ＳＡＮ（Storage Area Network）と呼ばれるテクノロジーをベースとしたストレージ分野での新製品を

立ち上げ、ソフトウエア商品の開拓を行い、よりソリューションに重点をおいた提案に注力し、さらにサービ

ス体制を強化いたしました。これらはまだ全体の数字を押し上げる水準には至っておりませんが、今後は大き

な伸びを期待しております。また、医療分野におきましては、政府の景気浮揚策の一環として追加補正予算が

組まれたことと、安定した円高が続いたこともあり、兼松メディカルシステム株式会社は順調な業績を見せて

おります。 

  当期は企業の設備投資への低迷、激しい競争による販売価格の低下等により売上高は前年同期を上回ること

ができませんでしたが、経費の削減や、スイスフラン建て転換社債の早期償還にともなう為替差益等により、

経常利益は前年同期を大きく上回ることができました。特別損失に株式の評価損を計上したため、当期利益は

前年同期を大きく下回りました。 

当期の連結売上高は454億 9 千 2 百万円となり前期比 48 億 2 千 3 百万円(前期比 9.6％減)の減収となりまし

た。連結経常利益は 19 億 5 千 3 百万円となり前期比 3 億 5 千 6 百万円(前期比 22.3％増)の増益となりました

が、当期純利益は 2 億 2 千 8 百万円となり前期比 1 億 7 千 5 百万円(前期比 43.4％減)の減益となりました。 

 

 事業の種類別セグメントの状況は次のとおりです。 

・ コンピュータ・周辺システム事業 

新商品であるインテグレーテッドサーバーや主力の大型レーザープリンターが売上に寄与しましたが、

小型プリンターの売上が減少し、売上高は前期比 20.7％減の 164 億 3 千 3 百万円となりました。 

・ ネットワークシステム事業 

チャネル・エクステンダーはアウトソーシング事業の支援装置として売上を伸ばしましたが、ＬＡＮ関

連機器市場でのルーター、スイッチ等の価格低下により売上が減少し、売上高は前期比 4.4％減の 94 億 3

千 5 百万円となりました。 
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・ ＣＡＤ／ＣＡＥシステム事業 

電気系ＣＡＤシステムでは新規商品であるＩＣマスク設計ツール、機械系３次元ＣＡＤソフトでは「Ｃ

ＡＴＩＡ」などソフトウエア部門の販売が好調に推移し、それにともないワークステーション、技術情報

の共有化として高速ファイルサーバーシステム等の売上が大きく伸び、売上高は前期比 21.1％増の 66 億 1

千 6 百万円となりました。 

・ 産業機器システム事業 

半導体業界等の設備投資の低迷により、ウエハー検査装置やプリント基板検査装置等の売上がいずれも

大きく落ち込み、売上高は前期比 36.3％減の 22 億 4 千 7 百万円となりました。 

・ サービス・保守事業 

パソコンの保守料収入は減少傾向にありますが、サーバー、ワークステーション等の保守料およびサー

ビス料収入が増加し、売上高は前期比 0.6％増の 83 億 5 千 7 百万円となりました。 

・ 不動産管理事業 

賃貸料の値下げ等により、売上高は前期比 5.8％減の 6 億 1 千 2 百万円となりました。 

・ その他事業 

売上高は前期比 0.3％増の 19 億 5 千 7 百万円となりました。 

 

2. 次期の見通し 

当社グループの業績見通しといたしましては、来期は連結売上高 510 億円、連結経常利益18 億円、連結当期

純利益 9 億円を見込んでおります。 
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４．連結財務諸表等

(1) 連結貸借対照表 （単位：千円）

期　別 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

(平成12年3月31日現在) (平成11年3月31日現在)

　科　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

(資   産   の   部) ％ ％

 流   動   資   産 19,406,874 46.8 21,956,111 51.4 △2,5 4 9 , 2 3 6  

現 金 及 び 預 金 4,593,744 6,678,632 △2,084,888 

受取手形及び売掛金 9,966,718 10,115,372 △148,653 

有 価 証 券 4,529 31,703 △27,173 

商 品 3,354,848 3,900,367 △545,519 

繰 延 税 金 資 産 123,450 －  123,450 

そ の 他 の 流 動 資 産 1,444,638 1,312,679 131,959 

貸 倒 引 当 金 △81,055 △82,643 1,588 

 固   定   資   産 22,032,224 53.2 20,723,323 48.6 1,308,900 

  有  形  固  定  資  産 12,550,836 12,743,367 △192 , 5 3 1  

建 物 及 び 構 築 物 3,392,786 3,433,266 △40,480 

車 輌 運 搬 具 3,052 4,853 △1,801 

貸 与 資 産 1,105,475 1,321,163 △215,688 

土 地 7,317,627 7,317,627 －  
その他の有形固定資産 731,895 666,456 65,439 

  無  形  固  定  資  産 318,320 36,212 282,108 

  投資その他の資産 9,163,067 7,943,743 1,219,323 

投 資 有 価 証 券 5,932,068 4,492,058 1,440,010 

長 期 貸 付 金 8,297 9,932 △1,634 

差 入 保 証 金 1,446,393 1,522,839 △76,446 

繰 延 税 金 資 産 209,849 －  209,849 

そ の 他 の 投 資 1,566,811 2,092,698 △525,886 

貸 倒 引 当 金 △353 △173,784 173,430 

資 産 合 計 41,439,099 100.0 42,679,435 100.0 △1,2 4 0 , 3 3 5  

増 減
( △ 減 )
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（単位：千円）

期　別 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

(平成12年3月31日現在) (平成11年3月31日現在)

　科　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

(負   債   の   部) ％ ％

 流   動   負   債 13,697,391 33.1 12,856,113 30.1 841,278 

支払手形及び買掛金 6,716,663 6,888,313 △171,650 

短 期 借 入 金 3,964,074 3,040,114 923,960 

未 払 法 人 税 等 226,814 35,885 190,929 

賞 与 引 当 金 645,016 722,302 △77,286 

そ の 他 の 流 動 負 債 2,144,822 2,169,498 △24,675 

 固   定   負   債 7,064,523 17.0 9,110,960 21.4 △2,0 4 6 , 4 3 6  

転 換 社 債 －  5,066,358 △5,066,358 

長 期 借 入 金 5,555,500 2,536,000 3,019,500 

退 職 給 与 引 当 金 1,322,324 1,221,125 101,198 

連 結 調 整 勘 定 24,048 －  24,048 

預 り 保 証 金 162,651 287,475 △124,824 

負 債 合 計 20,761,915 50.1 21,967,073 51.5 △1,2 0 5 , 1 5 8  

(少 数 株 主 持 分)

 少  数  株  主  持  分  －  － 54,573 0.1 △54 , 5 7 3  

少 数 株 主 持 分 合 計 －  － 54,573 0.1 △54 , 5 7 3  

(資   本   の   部)

 資       本       金 8,437,257 20.4 8,437,257 19.8 　　―

 資   本   準   備   金 7,583,299 18.3 7,693,811 18.0 △110 , 5 1 2  

 連   結   剰   余   金 4,656,906 11.2 4,527,475 10.6 129,430 

 自    己     株    式 △  2 7 9  △0 . 0  △  7 5 7  △0 . 0  477 

資 本 合 計 20,677,184 49.9 20,657,787 48.4 19,396 

負 債 ､ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

41,439,099 100.0 42,679,435 100.0 △1,2 4 0 , 3 3 5  

増 減
( △ 減 )
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(2) 連結損益計算書 （単位：千円）

期　別 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

増 減

（ △ 減 ）

　科　目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

( 経  常  損  益  の  部 ) ％ ％

 営  業  損  益  の  部

売 上 高 45,492,505 100.0 50,316,231 100.0 △4,823,725 

売 上 原 価 33,356,394 73.3 37,015,289 73.6 △3,658,895 

販売 費及 び一 般管 理費 10,710,153 23.6 11,592,917 23.0 △882,763 

営 業 利 益 1,425,957 3.1 1,708,023 3.4 △282 , 0 6 6  

 営  業  外  損  益  の  部

  営   業   外   収   益 721,768 1.6 409,126 0.8 312,641 

受 取 利 息 18,769 42,405 △23,635 

受 取 配 当 金 25,202 32,859 △7,656 

投 資 事 業 組 合 運 用 益 178,779 157,376 21,403 

転 換 社 債 買 入 償 還 益 315,760 －  315,760 

雑 収 入 183,256 176,485 6,770 

  営   業   外   費   用 194,644 0.4 520,152 1.0 △325 , 5 0 7  

支 払 利 息 170,404 138,980 31,423 

ク レ ー ム 補 償 金 －  275,658 △275,658 

棚 卸 資 産 処 分 損 －  54,993 △54,993 

雑 支 出 24,240 50,519 △26,278 

経 常 利 益 1,953,080 4.3 1,596,997 3.2 356,083 

( 特  別  損  益  の  部 )

  特    別    利    益 188,090 0.4 228,805 0.5 △40 , 7 1 5  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,613 42,429 △40,815 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 186,476 186,376 100 

  特    別    損    失 1,517,297 3.3 905,469 1.8 611,827 

固 定 資 産 処 分 損 174,213 128,285 45,927 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 932,526 647,299 285,227 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 311,010 129,884 181,126 

会 員 権 評 価 損 90,374 －  90,374 

会 員 権 売 却 損 9,171 －  9,171 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 623,873 1.4 920,332 1.8 △296 , 4 5 9  

法人税、住民税及び事業税 503,046 1.1 488,104 1.0 14,941 

法 人 税 等 調 整 額 △  141,933 △0.3 －  －  △141,933 
少 数 株 主 損 失 34,108 0.1 28,504 0.0 5,604 

当 期 純 利 益 228,652 0.5 403,723 0.8 △175 , 0 7 1  

( ) )(自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日

自 平成10年4月１日
至 平成11年3月31日
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(3) 連結剰余金計算書 （単位：千円）

期　　別　

( 自 平成11年4月１日至 平成12年3月31日 ) (
自 平成10年4月１日
至 平成11年3月31日 )

増 減

（ △ 減 ）
　科　　目

4,527,475 4,480,013 47,461 

191,366 －  191,366 

過 年 度 税 効 果 調 整 額 191,366 －  191,366 

290,588 356,262 △ 6 5 , 6 7 3  

配 当 金 267,258 329,062 △ 61,803 

役 員 賞 与 23,330 27,200 △ 3,870 

228,652 403,723 △ 1 7 5 , 0 7 1  

4,656,906 4,527,475 129,430 連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益

前 連 結 会 計 年 度

金 額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

当 連 結 会 計 年 度

金 額

連 結 剰 余 金 増 加 高
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

期   別  当 連 結 会 計 年 度

(
自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日 )

  科   目 金　　　額

 Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 623,873 
減 価 償 却 費 1,050,637 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 932,526 
退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額 101,198 
賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △77,286 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △43,971 
支 払 利 息 170,404 
転 換 社 債 買 入 償 還 益 △315,760 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △186,476 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 311,010 
投 資 事 業 組 合 運 用 益 △170,157 
固 定 資 産 処 分 損 174,213 
売 上 債 権 の 減 少 額 148,653 
た な 卸 資 産 の 減 少 額 452,948 
そ の 他 流 動 資 産 の 増 加 額 △207,272 
貸 与 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △422,335 
貸 与 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 24,395 
仕 入 債 務 の 減 少 額 △171,650 
そ の 他 流 動 負 債 の 減 少 額 △4,796 
役 員 賞 与 の 支 払 額 △23,330 
そ の 他 15,307 

小 計 2,382,131 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 51,280 
利 息 の 支 払 額 △187,004 
法 人 税 等 の 支 払 額 △289,687 
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 1,956,719 

 Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △46,553 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △3,044,149 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 549,849 
連 結 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △64,633 
有形 ・無形 固定資産の取 得による支出 △533,374 
有形 ・無形 固定資産の売 却による収入 50,041 
そ の 他 の 投 資 に か か る 支 出 △98,473 
そ の 他 の 投 資 に か か る 収 入 255,468 
貸 付 け に よ る 支 出 △120,308 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 109,780 
そ の 他 40,628 
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △2,90 1 , 7 2 4  

 Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 れ に よ る 収 入 1,880,000 
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △1,543,239 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 3,900,000 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △293,300 
転 換 社 債 の 買 入 消 却 に よ る 支 出 △4,750,598 
資本準備金による自己株式の償却による支出 △110,512 
自 己 株 式 の 純 増 減 額 △13 
配 当 金 の 支 払 額 △267,258 
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △1,18 4 , 9 2 1  

 Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,5 1 5  
 Ⅴ  現金及び現金同等物の減少額 △2,13 1 , 4 4 1  
 Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 6,678,632 
 Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高 4,547,191 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 
 

1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 2 社（ｹｰ･ｲｰ･ｴﾙ総合ｻｰﾋﾞｽ株式会社、兼松ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ株式会社）  

(2)  非連結子会社 3 社（いずれも小規模子会社で、全体として重要性がありません。） 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社   1 社（日本ｴｰ･ﾃﾞｨｰ･ｲｰ株式会社） 

非連結子会社については、持分法を適用しておりません。 

 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

(1)  たな卸資産の評価基準および評価方法  移動平均法にもとづく原価法 

(2)  有価証券の評価基準および評価方法  総平均法にもとづく原価法 

(3)  有形固定資産の減価償却方法           法人税法の規定にもとづく定率法 

連結子会社 1 社は、賃貸用資産を法人税法の規定に

もとづく定額法 

(4)  引当金の計上基準 

貸倒引当金   ～  債権の貸倒れに備えるため、法人税法にもとづき算出した限度相当額（法

定繰入率）に加えて、個別の債権について回収不能見積額を計上しており

ます。 

賞与引当金   ～ 従業員賞与の支払いにあてるため、支給見込額にもとづき計上しておりま

す。 

退職給与引当金 ～ 従業員につきましては、退職金の支払いに備えるため自己都合による退職

金の期末要支給額の 40％を計上しております。 

 また、親会社では、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規にもと

づく期末退職金要支給額の 100％を計上しております。 

(5)  重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6)  消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

5. 連結子会社の投資勘定と資本勘定との相殺消去 

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

6. 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、発生日以降 5 年間の均等償却しております 
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7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結会計年度に確定した利益処分にもとづいて作成しております。 

 

8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

3 ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

 

追 加 情 報 
 

1. 自社利用ソフトウエア 

前連結会計年度において投資その他の資産の「その他の投資」として表示しておりましたソフトウエ

アについては、「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会 会

計制度委員会報告第 12 号 平成 11 年 3 月 31 日）における経過処置の適用により、従来の会計処理方法

を継続して採用しております。 

ただし、同報告により上記に係るソフトウエアの表示については、投資その他の投資の「その他の投

資」から無形固定資産の「ソフトウエア」に変更し、減価償却の方法については、社内における利用可

能期間（5 年）にもとづく定額法によっております。 

 

2. 税効果会計の適用 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から税効果会計を適用して連結財務諸表を作成して

おります。これにより、従来の税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産333,300 千円（流

動資産 123,450 千円、投資その他の資産209,849 千円）が新たに計上されるとともに、当期純利益は、

141,933 千円、連結剰余金期末残高は 333,330 千円多く計上されております。 
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注 記 事 項 
 

(連結貸借対照表関係) 当連結会計年度 前連結会計年度 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 7,308,516 千円 7,563,110 千円 

2. 自己株式の数 596 株 1,354 株 

3. 担保に提供している資産およびその対応債務 

担保提供資産 

建物及び構築物 2,883,988 千円 

土地 6,776,313 千円 

定期預金 46,553 千円 

合 計 9,706,855 千円 

対応債務 

長期借入金 4,150,000 千円 

預り保証金 46,553 千円 

合 計 4,196,553 千円 

4. 保証債務 

従業員（住宅資金） 191,885 千円 228,333 千円 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

(平成 12 年 3 月 31 日現在) 

現金及び預金勘定 4,593,744 千円 

預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金 △ 46,553 千円 

現金及び現金同等物 4,547,191 千円 

 

(税効果会計関係) 

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(平成 12 年 3 月 31 日現在) 

繰延税金資産 

退職給与引当金繰入限度超過額 153,417 千円 

賞与引当金繰入限度超過額 88,010 千円 

会員権評価損 38,002 千円 

その他 53,871 千円 

繰延税金資産合計 333,300 千円 

 

2. 法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実行税率 42.05％ 

（調整） 

交際費等損金不算入項目 13.90％ 

受取配当金益金不算入項目 △ 1.35％ 

住民税均等割額 3.28％ 

税効果会計後の法人税等の負担額 57.88％ 
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(リース取引関係)
（単位：千円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 1. 借手側  1. 借手側

 (1) リース物件の取得価額相当額、  (1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末残高相当額 減価償却累計額相当額および期末残高相当額

器具備品 車輌 合計 器具備品 車輌 合計

取 得 価 額
相 当 額

723,589 7,074 730,663
取 得 価 額
相 当 額

998,188 7,074 1,005,262

減価償却累計額
相 当 額

413,047 5,305 418,353
減価償却累計額
相 当 額

717,839 2,947 720,786

期 末 残 高
相 当 額

310,542 1,768 312,310
期 末 残 高
相 当 額

280,349 4,126 284,476

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額

このうち転リース取引に係る未経過リース料期末 このうち転リース取引に係る未経過リース料期末

残高相当額 残高相当額

なお、転リース取引に係る貸手側の残高はおおむ

ね同一であり､下記の貸手側の注記(2)未経過リー 同　左

ス料期末残高相当額に含まれております。

また、取得価額相当額および未経過リース料期末

残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高相当額の割合が低いた

め､「支払利子込み法」により算定しております｡

 (3) 支払リース料および減価償却費相当額  (3) 支払リース料および減価償却費相当額

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  (4) 減価償却費相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零として、償却方法は定 同　左

額法によっております。

6,217,432

3,382,475

9,455,011 合 計 9,676,007

１ 年 以 内 3,498,853

１ 年 超 １ 年 超6,072,536

１ 年 以 内

合 計 9,767,322

１ 年 超 6,268,468

177,768

合 計

134,862 減 価 償 却 費 相 当 額 177,768減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 リ ー ス 料 134,862 支 払 リ ー ス 料

合 計 9,960,483

１ 年 以 内

１ 年 以 内 3,579,645

１ 年 超 6,380,838

3,458,575

( )自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日( ( 自 平成10年4月１日至 平成11年3月31日 )
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（単位：千円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 2. 貸手側  2. 貸手側

 (1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価  (1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価

     額、減価償却累計額および期末残高      額、減価償却累計額および期末残高

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額

 (3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相  (3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相

     当額      当額

 (4) 利息相当額の算定方法  (4) 利息相当額の算定方法

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース

物件の借手に対する現金販売価額との差額とし、 同　左

各期への配分は利息法によっております。

オペレーティング・リース物件に係る注記

 1. 借手側  1. 借手側

  未経過リース料   未経過リース料

5,395 6,466

4,804 1,711

10,200 8,178

 2. 貸手側  2. 貸手側

  未経過リース料   未経過リース料

345,949 435,831

438,942 489,113

924,945

１ 年 超 １ 年 超

合 計 784,891 合 計

合 計 合 計

１ 年 以 内 １ 年 以 内

１ 年 以 内 １ 年 以 内

１ 年 超 １ 年 超

受 取 利 息 相 当 額 46,337 受 取 利 息 相 当 額 48,744

減 価 償 却 費 82,177 減 価 償 却 費 112,895

受 取 リ ー ス 料 270,147 受 取 リ ー ス 料 365,809

合 計 12,255,315 合 計 12,139,153

１ 年 超 7,800,585 １ 年 超 7,690,737

１ 年 以 内 4,454,729 １ 年 以 内 4,448,416

期 末 残 高 169,159 期 末 残 高 263,460

減 価 償 却 累 計 額 454,612 減 価 償 却 累 計 額 642,890

貸与資産 貸与資産

取 得 価 額 623,771 取 得 価 額 906,351

( )自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日( ( 自 平成10年4月１日至 平成11年3月31日 )
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５．セグメント情報

(1) 事業の種類別セグメント情報

    前連結会計年度（自 平成 10 年 4 月 1 日  至 平成 11 年 3 月 31 日） （単位：千円）

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ･ 周辺
シ ス テ ム 事 業

ネッ トワ ーク
シス テム 事業

ＣＡＤ／ＣＡＥ
シス テム 事業

産 業 機 器
シス テム 事業

サービス･保守
事 業

 Ⅰ 売上高および営業損益

売     上     高

(1)
外 部 顧 客 に 対 す る
売 上 高

20,724,415 9,866,932 5,464,164 3,530,041 8,305,261 

(2)
セグメント間の内部
売上高または振替高

6,218 440 1,346 －  154 

計 20,730,633 9,867,372 5,465,510 3,530,041 8,305,415 

営 業 費 用 20,170,908 9,263,135 5,564,151 3,516,390 7,985,273 

営 業 利 益 ま た は
営 業 損 失 ( △ )

559,725 604,236 △98,640 13,650 320,141 

 Ⅱ
資 産 、 減 価 償 却 費
お よ び 資 本 的 支 出

資 産 9,628,753 5,884,810 3,045,801 1,895,200 4,302,698 

減 価 償 却 費 409,302 81,236 33,829 8,090 326,412 

資 本 的 支 出 277,895 75,456 22,341 2,117 206,640 

不 動 産 管 理
事 業

そ の 他 事 業 計
消 去 ま た は
全 社

連 結

 Ⅰ 売上高および営業損益

売     上     高

(1)
外 部 顧 客 に 対 す る
売 上 高

473,313 1,952,101 50,316,231 －  50,316,231 

(2)
セグメント間の内部
売上高または振替高 176,672 －  184,830 (184,830) －  

計 649,986 1,952,101 50,501,061 (184,830) 50,316,231 

営 業 費 用 477,971 1,835,460 48,813,292 (205,084) 48,608,207 

営 業 利 益 ま た は
営 業 損 失 ( △ ) 172,014 116,641 1,687,769 20,253 1,708,023 

 Ⅱ
資 産 、 減 価 償 却 費
お よ び 資 本 的 支 出

資 産 5,618,816 1,916,791 32,292,873 10,386,561 42,679,435 

減 価 償 却 費 76,769 72,799 1,008,439 (522) 1,007,917 

資 本 的 支 出 217,436 11,099 812,988 －  812,988 
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    当連結会計年度（自 平成 11 年 4 月 1 日  至 平成 12 年 3 月 31 日） （単位：千円）

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ･ 周辺
シ ス テ ム 事 業

ネッ トワ ーク
シス テム 事業

ＣＡＤ／ＣＡＥ
シス テム 事業

産 業 機 器
シス テム 事業

サービス･保守
事 業

 Ⅰ 売上高および営業損益

売     上     高

(1)
外 部 顧 客 に 対 す る
売 上 高

16,432,505 9,434,769 6,616,239 2,247,729 8,357,664 

(2)
セグメント間の内部
売上高または振替高 831 598 51 －  －  

計 16,433,336 9,435,367 6,616,291 2,247,729 8,357,664 

営 業 費 用 15,767,610 9,214,566 6,699,092 2,392,840 8,009,767 

営 業 利 益 ま た は
営 業 損 失 ( △ )

665,726 220,801 △82,801 △145,111 347,897 

 Ⅱ
資 産 、 減 価 償 却 費
お よ び 資 本 的 支 出

資 産 8,486,921 6,373,843 3,740,808 1,442,113 4,291,342 

減 価 償 却 費 415,038 99,431 45,111 9,080 300,592 

資 本 的 支 出 372,167 59,806 50,046 8,892 299,346 

不 動 産 管 理
事 業

そ の 他 事 業 計
消 去 ま た は
全 社

連 結

 Ⅰ 売上高および営業損益

売     上     高

(1)
外 部 顧 客 に 対 す る
売 上 高

445,608 1,957,989 45,492,505 －  45,492,505 

(2)
セグメント間の内部
売上高または振替高 166,778 －  168,259 (168,259) －  

計 612,386 1,957,989 45,660,765 (168,259) 45,492,505 

営 業 費 用 454,366 1,717,549 44,255,793 (189,244) 44,066,548 

営 業 利 益 ま た は
営 業 損 失 ( △ ) 158,019 240,439 1,404,972 20,984 1,425,957 

 Ⅱ
資 産 、 減 価 償 却 費
お よ び 資 本 的 支 出

資 産 5,668,563 1,566,592 31,570,185 9,868,913 41,439,099 

減 価 償 却 費 81,793 56,400 1,007,449 (401) 1,007,048 

資 本 的 支 出 138,240 6,090 934,589 －  934,589 

  (注) 1.  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
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(2) 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成 10 年 4 月 1 日  至 平成 11 年 3 月 31 日） 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、所在地別セグメント情報は記載し

ておりません。 

当連結会計年度（自 平成 11 年 4 月 1 日  至 平成 12 年 3 月 31 日） 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、所在地別セグメント情報は記載し

ておりません。 

 

(3) 海外売上高 

前連結会計年度（自 平成 10 年 4 月 1 日  至 平成 11 年 3 月 31 日） 

海外売上高は、連結売上高の 10%未満のため、その記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成 11 年 4 月 1 日  至 平成 12 年 3 月 31 日） 

海外売上高は、連結売上高の 10%未満のため、その記載を省略しております。 

 

 

       2.  各事業区分の主要商品

事 業 区 分 主 要 商 品

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ･ 周 辺
シ ス テ ム 事 業

プリンター装置、磁気テープ・ディスク記憶装置、パソコン、サーバー、電子検索
ソフト、サプライ品

ネ ッ ト ワ ー ク
シ ス テ ム 事 業

チャネルゲートウェイ、ルーター、ハブ、ＡＴＭ多重化装置、モデム、リモート
チャネル装置、ＬＡＮスイッチ

ＣＡ Ｄ／Ｃ ＡＥ
シ ス テ ム 事 業

建築ＣＡＤシステム、機械系３次元ＣＡＤシステム、図面管理システム、電子回路
解析ソフト、半導体設計・解析ソフト、ＵＮＩＸ機

産 業 機 器
シ ス テ ム 事 業

シリコンウェハー検査装置、はんだ付外観検査装置、プリント基板検査装置、バー
コードスキャナシステム、組立ロボット

サ ー ビ ス ･ 保 守
事 業

不動 産管理 事業

そ の 他 事 業 放射線治療計画システム、脳波・誘発反応検査システム等

       3.  資産のうち、｢消去または全社」の項目に含めた全社資産の金額およびその主なもの

    前連結会計年度    10,380,892千円    親会社の現金及び預金、投資有価証券等

    当連結会計年度     9,852,733千円    親会社の現金及び預金、投資有価証券等
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６．生産、受注及び販売の状況 
 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

(2) 受 注 状 況 （単位：千円）

前年同期比(％) 前年同期比(％)

コンピュータ･周辺システム事業

ネッ ト ワー ク システ ム事 業

ＣＡＤ／ＣＡＥシステム事業

産 業 機 器 シ ス テ ム 事 業

サ ー ビ ス ・ 保 守 事 業

そ の 他 事 業

合 計

  (注)  上記金額には、消費税等は含まれておりません。

102.2   20,339,350 

132.1   

4,087,404 108.7   

106.2   

95.0   

429,450 

225,845 

101.0   

3,553,112 96.9   

1,029,829 98.9   

11,013,708 

92.4   

119.9   

83.5   

100.0   

16,546,182 

9,322,504 

6,605,166 

2,352,063 

8,684,911 

1,971,164 

45,481,992 

100.0   

事業の種類別セグメントの名称 受 注 高 受 注 残 高

87.9   

(3) 販 売 実 績 （単位：千円）

前 年 同 期 比 (％)

コンピュータ･周辺システム事業

ネッ ト ワー ク システ ム事 業

ＣＡＤ／ＣＡＥシステム事業

産 業 機 器 シ ス テ ム 事 業

サ ー ビ ス ・ 保 守 事 業

不 動 産 管 理 事 業

そ の 他 事 業

合 計

  (注)  上記金額には、消費税等は含まれておりません。

90.4   

445,608 

1,957,989 

45,492,505 

94.1   

100.3   

9,434,769 

6,616,239 

2,247,729 

8,357,664 

95.6   

121.1   

63.7   

16,432,505 79.3   

100.6   

事業の種類別セグメントの名称 金 額
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７．有価証券の時価等

（単位：千円）

当連結会計年度（平成12年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

 流動資産に属するもの

株 式 4,529 5,400 870 

債 券 －    －    －    

そ の 他 －    －    －    

小 計 4,529 5,400 870 

 固定資産に属するもの

株 式 4,355,824 2,828,429 △1,527,394 

債 券 －    －    －    

そ の 他 356,800 391,759 34,959 

小 計 4,712,624 3,220,188 △1,492,435 

合 計 4,717,153 3,225,588 △1,491,565 

  (注) 1.  時価（時価相当額を含む）の算定方法
        (1)  上場有価証券
               東京証券取引所および大阪証券取引所等の最終価格であります。
        (2)  店頭売買有価証券
               日本証券業協会の公表する売買価格等によっております。
        (3)  非上場の証券投資信託の受益証券
               基準価格であります。

       2.  上記のほか、自己株式の評価損益は次のとおりであります。
　当連結会計年度

             資本の部の控除項目 千円

       3.  開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

             固定資産に属するもの
               非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,198,944 千円
               (うち関係会社株式) ( 695,287 千円)
               ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ期間内の証券投資信託の受益証券 20,500 千円

種 類

△ 4
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９．関連当事者との取引 
 

 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(ｲ) 商品の購入価格については、提示された価格により市場の実勢価格を勘案して、その都度価格交渉の

うえ決定しております。 

(ﾛ) 事務所の賃借料については、近隣の家賃を参考にして同等の価格によっております。 

 

(2) 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

(3) 子 会 社 等 

該当事項はありません。 

 

(4) 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

 

(1) 親会社及び法人主要株主等

役員の兼務等 事業上の関係

千円 千円 千円

商品の購入 3,809,797 買 掛 金 870,786

前払費用 47,381

差入
保証金

784,016

当社商品の販
売および当社
取扱輸入商品
の輸入業務委
託および事務
所の賃借

法人主
要株主

事務所の
賃借

594,158

兼松
株式会社

東京都
港区
17,722,961

資 本 金
事業の
内 容
議決権等の
被所有割合

取引内容

商社
直接  間接
18.9%  5.9%

同社役員
1名
当社従業員
1名

同社から転籍
6名

属性
会社等
の名称

住 所 科 目 期末残高
関 係 内 容

取引金額

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(通 貨 関 連)
（単位：千円）

当連結会計年度（平成12年3月31日現在）

契  約  額  等 時 価 評価損益

うち1年超

 為 替 予 約 取 引

   買　　　建

米 ド ル 31,814  －  32,281  466  

独 マ ル ク 20,392  －  18,979  △ 1,412  

ユ ー ロ 11,227  －  10,989  △ 238  

英 ポ ン ド 213  －  210  △ 3  

合     計 －  －  －  △ 1,186  

  (注) 1.  時価の算定方法

             先物為替相場によっております。
       2.  「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、

           注記の対象から除いております。

市
場
取
引
以
外
の
取
引

区

分
種 類


